
１．は じ め に

日本のタクシー政策は，その規制のあり方を巡り，試行錯誤を繰り返して

いる2)。タクシー政策の規制のあり方に関して試行錯誤が行われている原因

の１つとして，政策立案の際に基礎的な資料となりうる，タクシー政策に関

する定量的な分析がいまだ数少ないことが考えられる。

そこで本稿は，流し営業が主体となる大都市3)のハイヤー・タクシー事業

者（以降，ハイタク事業者と表記）を分析対象として，その経営指標である

収益性指標，生産性指標および運行効率指標に対して規制政策の変更が与

えた影響について多重比較分析を行うことを目的とする。より具体的には，

後藤（２０１５）での分析の枠組みを踏まえて，①規制緩和前（１９９１年度～２００１

年度），②規制緩和後（２００２年度～２００８年度）および③規制強化後（２００９年

度～２０１２年度）の３期間における経営指標等に関する多重比較を行う。本来

であれば，各タクシー事業者の個票データを用いて，データの分布を加味し

1) 本研究は JSPS科研費 26870734の助成を受けたものである。また，本稿は後藤
（2015）をもとに，大幅な加筆修正を行ったものである。
2) タクシー政策研究会編（2013），タクシー政策研究会編（2014）およびタクシー
政策研究会編（2015）では，タクシー事業に対する規制のあり方について，多角
的に分析が進められた。

3) 大都市とは，『自動車運送事業経営指標』の定義に基づき，人口 100万人以上の
市および東京特別区とする。
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た分析を行うことが望ましいが，現時点でタクシー事業者の個票データを入

手することは困難である。そのため，本稿では，後藤（２０１５）と同様に，国

土交通省自動車交通局編『自動車運送事業経営指標』の集計データを使用

した。

また，上記統計書では，都市区分として大都市の他にも，中核都市4)，中

小都市5)そしてその他地域のデータも掲載されている。本稿は，タクシー事

業に対する規制のあり方を検討する際の１つの論点となる流し営業も考慮す

るために，とくに大都市に分析対象を絞った。なおこれ以降，特に断りがな

ければ，図表に使用したデータは上記統計書データである。

２．タクシーの規制政策とその現状

２．１ タクシーの規制政策の変遷6)

ここでは，日本のタクシー市場に対する規制政策として，ハイタク事業者

の経営に影響を与えると思われる参入規制と運賃規制について着目し，その

変遷を整理する。

第１に，タクシー市場における参入規制についてみてみると，２００２年の改

正道路運送法施行までは事業区域ごとの免許制が採用されており，いわゆる

需給調整規制のもとでのタクシー市場への参入障壁は非常に高く，既存企業

の増車も困難な状況であった。ただし，１９９７年から基準車両数への一定割

合7)の上乗せや，最低保有車両数の引下げが行われた結果，新規参入が比較

4) 中核都市とは，『自動車運送事業経営指標』の定義に基づき，人口 30万人以上 100
万人未満の市とする。

5) 中小都市とは，『自動車運送事業経営指標』の定義に基づき，人口 10万人以上 30
万人未満の市とする。

6) 本節の内容は後藤（2011）をもとに加筆修正している。
7) 1997年度は基準車両数に 1割を上乗せ，1998年度は 2割を上乗せすることで需
給調整規制の緩和を行った。山越（2007），p．68を参照。
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的容易になり8)，２００２年の改正道路運送法施行後は輸送の安全確保などに関

する資格要件をチェックする許可制のみとなった9)。

その後，２００９年１０月には「特定地域における一般旅客自動車運送事業の適

正化及び活性化に関する特別措置法（以降，タクシー適正化・活性化法と表

記）」が施行されたことにより，特定地域として認められた地域では事実上タ

クシー市場への新規参入ができず，反対に減車が実施されることとなった10)。

第２に，運賃規制についてみてみると，従来から総括原価方式（費用積み

上げ方式）のもとでの認可制が採用されてきた。当初は同一地域同一運賃制

度11)が採用されていたが，１９９３年に廃止された。その後，１９９７年からはゾー

ン運賃制や初乗距離短縮運賃の導入が行われた。そして，２００２年の改正道路

運送法施行に伴い，認可制はそのままにゾーン運賃制から上限価格制12)へと

移行した。

このように，日本のタクシー市場に対する経済的規制の変遷を整理すると，

２００２年の改正道路運送法施行前後と２００９年のタクシー適正化・活性化法前後

で制度が大きく変更されたことがわかる。そのため，本稿では，分析対象期

間を①改正道路運送法施行前（以降，規制緩和前と表記）（１９９１年度～２００１

年度），②改正道路運送法施行後（以降，規制緩和後と表記）（２００２年度～

２００８年度）および③タクシー適正化・活性化法施行後（以降，規制強化後と

表記）（２００９年度～２０１２年度）の３期間に区分して分析を行う。

8) 山越（2009），p．53を参照。
9) タクシーの増車については認可制から事前届出制に変更されて，タクシー事業
者は自らの判断で新規参入や増車が可能となった。山本（2011），p．206を参照。

10) 2014年 1月には，「特定地域における一般旅客自動車運送事業の適正化及び活性
化に関する特別措置法等の一部を改正する法律（以降，タクシー「サービス向上」
「安心利用」推進法と表記）が一部施行された。

11) 同一地域同一運賃制度の問題点については，たとえば岡野（1985）などに詳し
い。

12) 上限運賃と下限運賃（上限運賃から約 10％）の範囲内の初乗運賃などの申請で
あれば自動認可されるが，下限運賃以下の初乗運賃などの申請は個別審査となる。

大都市におけるタクシー事業の経営と規制政策（後藤） －８７－
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２．２ 日本のタクシー市場の現状

図１は，１９８９年度から２０１３年度までの全国の法人タクシー事業者数（第１

軸）と車両数（第２軸）の推移を表したものである。これをみると，２００２年

の改正道路運送法施行に伴い，２００７年度まで法人タクシー事業者数と車両数

がともに増加していたことがわかる。そして，２００８年度以降では，法人タク

シー事業者数は増加を続けるが，車両数は一転減少に転じたことがわかる。

一方，図２は１９８９年度から２０１２年度までの全国のタクシーの輸送人員（第

１軸）と営業収入（第２軸）の推移を表したものである。これをみると，輸

送人員は１９８９年度から，そして営業収入は１９９１年度からともに一貫して減少

してきたことがわかる。このように，２００２年の改正道路運送法施行以降の日

本のタクシー市場全体の傾向として，タクシー事業者が新規参入を行い，タ

クシー事業者数と車両数が増加した一方で，市場全体の輸送人員と営業収入

は引き続き減少傾向であることが明らかとなった13)。

図１ 全国の法人タクシー事業者数と車両数の推移

出所：ハイタク問題研究会編（２０１５）より作成
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３．タクシー事業の経営指標・生産性指標と規制政策

３．１ 分析データと記述統計量

２．での日本の規制政策の変遷とタクシー市場の現状を踏まえて，本稿は

国土交通省自動車交通局編『自動車運送事業経営指標』に掲載されている経

営指標等をもとに，１９９１年度から２０１２年度までのデータを使用して，タク

シー事業の経営指標に規制政策の変化が与えた影響について分析を試みる14)。

表１は，本稿が分析対象とするハイタク事業者の経営規模別の企業数と期

13) タクシー市場の縮小の原因の 1つとして景気後退があげられる。ただし，利用
者によるタクシーの選択性向上に関する検討委員会（2010）によれば，タクシー
の利用理由として，利用する時間帯，または地域にほかの交通手段が無いことが
最も大きな理由であった。これは，利用者が積極的にタクシーを選択していない
可能性を示唆しており，タクシー市場縮小との関係を今後分析する必要がある。

図２ 全国のタクシー輸送人員と営業収入の推移

出所：ハイタク問題研究会編（２０１５）より作成
注）輸送人員については，東日本大震災の影響により北海道運輸局及び東北運輸局管内の

２０１１年３月および４月の数値は含まない。

大都市におけるタクシー事業の経営と規制政策（後藤） －８９－

（ ５ ）



末車両数の推移を表したものである15)。これをみると，経営規模が１～５０両

までの調査対象事業者数が，２００５年度より大きく変動していることに注意が

必要であることがわかる。このように，これから分析を行う際には，表１の

特徴を念頭に分析を試みる必要がある。

14) 都市区分が大都市，中核都市，中小都市およびその他地域の 4区分でデータが
入手可能で完備であったのが 1991年度以降であったため，本稿では 1991年度以
降のデータで分析を行う。

表１ ハイタク事業者の経営規模別企業数および期末車両数

年度
１～５０両 ５１～１００両 １０１両以上

企業数 期末車両数 企業数 期末車両数 企業数 期末車両数

１９９１ ４１ １，９１９ ３６ ３，５２６ ９ ３，９２８

１９９２ ４３ ２，１００ ３２ ２，８６２ １１ ４，５１０

１９９３ ４３ ２，１３９ ３２ ２，８４９ １１ ４，５２１

１９９４ ４３ ２，１１７ ３２ ２，８０５ １１ ４，４４７

１９９５ ４３ ２，１０１ ３２ ２，７９１ １１ ４，４１３

１９９６ ４３ ２，０８４ ３２ ２，７７４ １１ ４，４６５

１９９７ ４３ ２，０７８ ３２ ２，８５０ １１ ４，５０１

１９９８ ４３ ２，０７８ ３２ ２，８５０ １１ ４，５０１

１９９９ ４３ ２，０７８ ３２ ２，８５０ １１ ４，５０１

２０００ ４２ ２，０５２ ３１ ２，８００ １２ ４，７４４

２００１ ４２ ２，１３７ ３０ ２，６４９ １２ ４，１２０

２００２ ４２ ２，３３１ ３０ ２，７２３ １２ ４，０８４

２００３ ４３ ２，４１３ ３１ ２，７４２ １２ ３，９７５

２００４ ４４ ２，５１９ ３３ ２，８７８ １２ ４，３８２

２００５ ２０ ８８８ ３７ ２，７４５ ２１ ４，７５５

２００６ ２０ ８９１ ３７ ３，０７９ ２１ ４，４５８

２００７ ２０ ８８０ ３９ ２，８０８ １９ ４，４８７

２００８ ２３ ９２７ ３５ ２，６４９ ２１ ５，５５９

２００９ ２５ １，０９７ ３８ ２，８５３ １６ ３，８２８

２０１０ ２９ １，２０５ ３８ ２，７６５ １２ ２，９６８

２０１１ ３０ １，２３４ ３７ ２，７１０ １２ ２，５３０

２０１２ ３３ １，２８３ ３２ ２，３１２ １４ ２，６５２

－９０－
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表２は，本稿の分析対象である経営指標等の記述統計量である。なお，各

指標の定義および計算式については文末の補論に記載する16)。

15) 『自動車運送事業経営指標』では，経営規模区分ごとに車両数により抽出率が
おおむね等しくなるように毎年抽出を行う。また，上記統計書では，ハイヤー事
業とタクシー事業の区分がなされていないが，各事業の市場における車両数シェ
アや抽出方法を考慮すると，データの傾向はタクシー事業の傾向を表していると
考えることができる。

16) 後藤（2015）では，1997年度から 2011年度までの本稿と同種のデータを使用し
て，収益性分析，生産性分析および運行効率指標分析を行っている。

表２ 記述統計
指 標 経営規模 単位 最小値 最大値 平均値 標準偏差

１社あたり
全事業営業収益

１～５０両 ２１２７４８．０９１ ７０２８０９．０７３ ５５１３６６．９９８ １２４１３１．０９９
５１～１００両 千円 ４６１２８７．０６３ １３８５４３８．６２５ １１０６９９６．５４５ ２４８６８０．３８７
１０１両以上 ２１９２５４８．６４３ ８５９９９１４．７７８ ５１１１０４７．６１５ １９０３２１７．２８３

総資本経常利益率
１～５０両 －２．５８０ ４．６１０ １．０５０ １．８４４
５１～１００両 ％ －８．７８０ ５．０００ １．５１９ ２．６８１
１０１両以上 －３．３７０ ３．３４０ ０．４７３ １．６６２

総資本回転率
１～５０両 １．０００ １．８１０ １．４６３ ０．２７４
５１～１００両 回 ０．８５０ １．４８０ １．２６９ ０．１４９
１０１両以上 ０．７９０ １．８６０ １．３６８ ０．２７９

営業収益経常利益率
１～５０両 －１．９００ ３．０００ ０．６２３ １．３９４
５１～１００両 ％ －７．８１０ ２．９５０ ０．４４１ ２．０８０
１０１両以上 －４．５７０ １．３００ －１．０３２ １．６９５

労働生産性
１～５０両 ２９６５．０００ ５０３９．０００ ４００４．４５５ ６２９．９６９
５１～１００両 千円 ３３２４．０００ ５７３７．０００ ４４００．１３６ ８１５．８２９
１０１両以上 ３８２０．０００ ６１５２．０００ ５０００．４５５ ６８５．３０９

付加価値率
１～５０両 ７３．９００ ８５．１１０ ８０．３９５ ３．３３３
５１～１００両 ％ ７０．４４０ ８６．１７０ ８１．６９５ ３．９６１
１０１両以上 ７５．９４０ ８５．１８０ ８１．０１８ ２．９０９

従業員１人あたり
営業損益

１～５０両 －１６４．０００ ７４．０００ －４２．８６４ ５６．８５６
５１～１００両 千円 －１５２．０００ １０１．０００ －１０．７２７ ６３．４３９
１０１両以上 －２６１．０００ ７７．０００ －８１．０００ １０６．５８１

実働日車あたり
営業損益

１～５０両 －１２２９．０００ ５５０．０００ －３１２．９５５ ４２０．０７５
５１～１００両 円 －１２３４．０００ ７３７．０００ －９６．３１８ ４９５．２３８
１０１両以上 －１９０５．０００ ５０８．０００ －６００．３１８ ７８２．９７０

実働率
１～５０両 ６５．６４０ ９１．０６０ ８４．７１０ ６．５４４
５１～１００両 ％ ７８．２６０ ９０．８３０ ８５．７００ ３．８４４
１０１両以上 ７８．６７０ ８９．８７０ ８５．２５９ ３．１９３

実車率
１～５０両 ３５．４９０ ５２．６２０ ４２．６９１ ４．７１１
５１～１００両 ％ ３７．３４０ ５３．９６０ ４４．２６６ ４．２１３
１０１両以上 ３８．１３０ ７５．８３０ ４７．４８１ ８．２８６
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３．２ 等分散性の検定

本稿は，①規制緩和前（１９９１年度～２００１年度），②規制緩和後（２００２年

度～２００８年度）および③規制強化後（２００９年度～２０１２年度）の３期間におけ

る経営指標等の平均値の変化に関して多重比較を行う。多重比較を行う際に

は，一般的にはいくつかの条件が成立しているかどうかを確認する必要があ

るが，とりわけ等分散性の条件を検定する必要がある。そこで，ここでは本

稿が取り扱う経営指標等が等分散性の条件を満たしているかどうかを検証す

る17)。

表３は，本稿が取り扱う経営指標等に関する Leveneの等分散性の検定結

果を表したものである。これをみると，１１種類のデータ18)について，「３期

間の分散は互いに等しい」という帰無仮説が有意水準５％で棄却されたこと

がわかる。このため，上記１１種類のデータの多重比較については，等分散を

仮定しない多重比較検定を行う。

３．３ 多重比較の分析結果

３．２の結果を踏まえて，全３０種類（指標１０種類×車両数区分３種類）の

データのうち，表３内の網掛けをした１１種類のデータについては，等分散を

仮定しない多重比較検定として Dunnettの T3を採用する。他方，残りのデー

タについては等分散を仮定する多重比較検定として Tukeyの HSD検定を採

用する。

表４は，Tukeyの HSDによる検定の結果であり，表５は Dunnettの T3に

よる検定結果である。なお，表４および表５の比較期間（期間①～期間③）

は，①規制緩和前（１９９１年度～２００１年度），②規制緩和後（２００２年度～２００８

年度）および③規制強化後（２００９年度～２０１２年度）をそれぞれ表す。また，

17) 以降，本稿の分析では SPSS21を使用した。
18) 表 3内の網掛けの指標を指す。
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表中のアスタリスクは平均値の差が５％水準で統計的に有意であることを

表す。

表４および表５の結果を踏まえて，期間ごとの平均値と期間①～③間19)の

19) 本稿では，比較期間における経営指標等の平均値の変化に関して多重比較を行
い，規制政策の変更が与えた影響を分析するために，期間①と期間②および期間
②と期間③の 2つの期間間の多重比較の分析結果にとくに注目した。

表３ 等分散性の検定結果
指 標 車両数 Levene統計量 自由度１ 自由度２ 有意確率

１社あたり
全事業営業収益

１～５０両 ２．５８８ ２ １９ ．１０１
５１～１００両 ３．０２３ ２ １９ ．０７２
１０１両以上 ４．０５７ ２ １９ ．０３４

総資本経常利益率
１～５０両 ２．５０３ ２ １９ ．１０８
５１～１００両 ４．６１２ ２ １９ ．０２３
１０１両以上 ．８７７ ２ １９ ．４３２

総資本回転率
１～５０両 １３．１６６ ２ １９ ．０００
５１～１００両 １．９３７ ２ １９ ．１７２
１０１両以上 ９．２１５ ２ １９ ．００２

営業収益経常利益率
１～５０両 １．００５ ２ １９ ．３８５
５１～１００両 ４．８１６ ２ １９ ．０２０
１０１両以上 １．４９０ ２ １９ ．２５０

労働生産性
１～５０両 ６．３８３ ２ １９ ．００８
５１～１００両 ６．１０６ ２ １９ ．００９
１０１両以上 １．１９１ ２ １９ ．３２６

付加価値率
１～５０両 １．６９６ ２ １９ ．２１０
５１～１００両 ５．０１１ ２ １９ ．０１８
１０１両以上 ．４２９ ２ １９ ．６５７

従業員１人あたり
営業損益

１～５０両 ２．８０５ ２ １９ ．０８６
５１～１００両 １．０２６ ２ １９ ．３７８
１０１両以上 ．０２８ ２ １９ ．９７３

実働日車あたり
営業損益

１～５０両 ２．３４０ ２ １９ ．１２３
５１～１００両 １．０３６ ２ １９ ．３７４
１０１両以上 ．０６６ ２ １９ ．９３７

実働率
１～５０両 ３．３５９ ２ １９ ．０５６
５１～１００両 ５．６１６ ２ １９ ．０１２
１０１両以上 ２．４４８ ２ １９ ．１１３

実車率
１～５０両 ４．５３９ ２ １９ ．０２４
５１～１００両 １．９４７ ２ １９ ．１７０
１０１両以上 １５．３７０ ２ １９ ．０００
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表４ Tukeyの HSD検定の結果
指 標 車両数 比較期間 平均値の差 標準誤差 有意確率

１社あたり
全事業営業収益

１～５０両
期間① 期間② １４６０４９．４９４６１＊ ４２９６７．５９７ ０．００８
期間① 期間③ ２１５３５２．６３７３３＊ ５１８８８．３０３ ０．００２

期間② 期間③ ６９３０３．１４３ ５５７０１．５７８ ０．４４３

５１～１００両
期間① 期間② ２６２８８６．２３４４４＊ ６２４３３．５０７ ０．００１
期間① 期間③ ５６０１４３．６１５１８＊ ７５３９５．６２２ ０．０００

期間② 期間③ ２９７２５７．３８０７４＊ ８０９３６．４５３ ０．００４

総資本経常利益率

１～５０両
期間① 期間② －０．２６８ ０．９２８ ０．９５５
期間① 期間③ ０．４７３ １．１２１ ０．９０７

期間② 期間③ ０．７４１ １．２０３ ０．８１３

１０１両以上
期間① 期間② －１．４００ ０．７７７ ０．１９６
期間① 期間③ －０．１３７ ０．９３９ ０．９８８

期間② 期間③ １．２６３ １．００８ ０．４３８

総資本回転率 ５１～１００両
期間① 期間② ．１８０６５＊ ０．０４８ ０．００４
期間① 期間③ ．２７３８６＊ ０．０５８ ０．０００

期間② 期間③ ０．０９３ ０．０６２ ０．３１５

営業収益経常利益率

１～５０両
期間① 期間② ０．０６４ ０．７０６ ０．９９６
期間① 期間③ ０．３３１ ０．８５３ ０．９２１

期間② 期間③ ０．２６８ ０．９１５ ０．９５４

１０１両以上
期間① 期間② －１．３４６ ０．８００ ０．２３７
期間① 期間③ －０．９５４ ０．９６６ ０．５９３

期間② 期間③ ０．３９３ １．０３７ ０．９２４

労働生産性 １０１両以上
期間① 期間② ５４４．２７３ ２１８．５９５ ０．０５５
期間① 期間③ １４１１．５２２７３＊ ２６３．９７９ ０．０００

期間② 期間③ ８６７．２５０００＊ ２８３．３７９ ０．０１７

付加価値率

１～５０両
期間① 期間② ５．２１８３１＊ ０．７０１ ０．０００
期間① 期間③ ６．８７５４５＊ ０．８４６ ０．０００

期間② 期間③ １．６５７ ０．９０８ ０．１８９

１０１両以上
期間① 期間② ４．２６８８３＊ ０．６１２ ０．０００
期間① 期間③ ６．２６２０５＊ ０．７３９ ０．０００

期間② 期間③ １．９９３ ０．７９４ ０．０５３

従業員１人あたり
営業損益

１～５０両
期間① 期間② －１．１９５ ２８．８９５ ０．９９９
期間① 期間③ １．８４１ ３４．８９４ ０．９９８

期間② 期間③ ３．０３６ ３７．４５９ ０．９９６

５１～１００両
期間① 期間② ２９．２３４ ２７．８３０ ０．５５５
期間① 期間③ ８５．３４１ ３３．６０８ ０．０５０

期間② 期間③ ５６．１０７ ３６．０７８ ０．２８９

１０１両以上
期間① 期間② －１０２．１０４ ４８．５２３ ０．１１６
期間① 期間③ －６７．８１８ ５８．５９７ ０．４９２

期間② 期間③ ３４．２８６ ６２．９０３ ０．８５０
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平均値の差の検定の結果を表６に示す。表６において，平均値の差が５％水

準で統計的に有意であった指標について網掛けをしている。ここでは，統計

的に有意であった指標に着目して検討を進める。

１社あたり全事業営業収益は，どの経営規模およびどの期間でも概ね平均

値の差が５％水準で統計的に有意であった。つまり，分析対象期間では，ど

の経営規模のハイタク事業者でも，全体として１社あたり全事業営業収益が

減少したことがわかった。くわえて，経営規模が大きくなるほど１社あたり

の全事業営業収益の減少幅が大きかったことも明らかとなった。

そのため，次にハイタク事業に関する収益性指標の分析を行った。分析の

結果，分析対象期間では，どの経営規模のハイタク事業者も全体として総資

本回転率が低下したことが統計的に明らかとなった。つまり，経営に投下し

た資本をハイタク事業者が有効に活用できていなかった可能性が明らかと

なった。

表４ つづき
指 標 車両数 比較期間 平均値の差 標準誤差 有意確率

実働日車あたり
営業損益

１～５０両
期間① 期間② －３０．５４５ ２１３．１０９ ０．９８９
期間① 期間③ ４４．７０５ ２５７．３５３ ０．９８４

期間② 期間③ ７５．２５０ ２７６．２６６ ０．９６０

５１～１００両
期間① 期間② ２２９．５７１ ２１７．１５３ ０．５５１
期間① 期間③ ６６７．０００００＊ ２６２．２３８ ０．０５０

期間② 期間③ ４３７．４２９ ２８１．５１０ ０．２８９

１０１両以上
期間① 期間② －７４８．９３５ ３５５．８６８ ０．１１６
期間① 期間③ －５２６．６１４ ４２９．７５１ ０．４５３

期間② 期間③ ２２２．３２１ ４６１．３３４ ０．８８１

実働率

１～５０両
期間① 期間② ７．８８７４０＊ ２．１５６ ０．００５
期間① 期間③ １１．９０４５５＊ ２．６０３ ０．００１

期間② 期間③ ４．０１７ ２．７９５ ０．３４２

１０１両以上
期間① 期間② ４．２８４２９＊ １．２７１ ０．００９
期間① 期間③ ０．５３８ １．５３５ ０．９３５

期間② 期間③ －３．７４７ １．６４８ ０．０８４

実車率 ５１～１００両
期間① 期間② ４．００２３４＊ １．３３５ ０．０１９
期間① 期間③ ８．５３３４１＊ １．６１３ ０．０００

期間② 期間③ ４．５３１０７＊ １．７３１ ０．０４３
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他方，ハイタク事業に関する生産性指標の分析も行った。分析の結果，分

析対象期間では，どの経営規模のハイタク事業者も全体として労働生産性が

低下したことが統計的に明らかとなった。とくに，規制が強化された２００９年

表５ Dunnettの T３検定の結果
指 標 車両数 比較期間 平均値の差 標準誤差 有意確率

１社あたり
全事業営業収益 １０１両以上

期間① 期間② ２３６８７６９．７２４５３＊ ５０４９３１．６３９ ０．００２
期間① 期間③ ４２６９４２９．９６６３２＊ ２９１９４０．２７１ ０．０００

期間② 期間③ １９００６６０．２４１７９＊ ４５８３２２．８０３ ０．０１１

総資本経常利益率 ５１～１００両
期間① 期間② ２．４７７ １．６４０ ０．４１０
期間① 期間③ ２．００３４１＊ ０．３８２ ０．０００

期間② 期間③ －０．４７３ １．６１４ ０．９８７

総資本回転率

１～５０両
期間① 期間② ．３４４９４＊ ０．０９０ ０．０１４
期間① 期間③ ．５７１３６＊ ０．０５０ ０．０００

期間② 期間③ ０．２２６ ０．０９１ ０．１００

５１～１００両
期間① 期間② ．３００１３＊ ０．０５８ ０．００１
期間① 期間③ ．６２４７７＊ ０．０８８ ０．０００

期間② 期間③ ．３２４６４＊ ０．０７１ ０．０３６

営業収益経常利益率 ５１～１００両
期間① 期間② １．７５２ １．３１０ ０．４９９
期間① 期間③ ．９０８６４＊ ０．３２５ ０．０４４

期間② 期間③ －０．８４４ １．２９２ ０．８８２

労働生産性

１～５０両
期間① 期間② ９１０．３８９６１＊ １２０．４１５ ０．０００
期間① 期間③ １２８５．３１８１８＊ ２１６．１１６ ０．００３

期間② 期間③ ３７４．９２９ １８２．５３９ ０．２８３

５１～１００両
期間① 期間② １２１２．９４８０５＊ １９４．１０２ ０．０００
期間① 期間③ １６０６．０９０９１＊ １８１．０７６ ０．０００

期間② 期間③ ３９３．１４２８６＊ １３０．４９９ ０．０４１

付加価値率 ５１～１００両
期間① 期間② ６．１３２３４＊ １．５２９ ０．０１７
期間① 期間③ ６．７９０９１＊ ０．３８７ ０．０００

期間② 期間③ ０．６５９ １．５２０ ０．９６０

実働率 ５１～１００両
期間① 期間② ６．０３０７８＊ １．３６０ ０．００７
期間① 期間③ ５．７４４ １．５１４ ０．０５６

期間② 期間③ －０．２８７ １．９２９ ０．９９８

実車率

１～５０両
期間① 期間② ６．２８７７９＊ １．２３１ ０．００１
期間① 期間③ ８．９８８８６＊ １．３７８ ０．０００

期間② 期間③ ２．７０１ ０．９５１ ０．０８５

１０１両以上
期間① 期間② ６．６１５０６＊ １．４１９ ０．００２
期間① 期間③ １．９６９ ９．３９２ ０．９９５

期間② 期間③ －４．６４６ ９．２９０ ０．９３８
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以降でも，どの経営規模でもハイタク事業者の全体の労働生産性は低下傾向

であったことがあわせて統計的に明らかとなった。

労働生産性指標が低いということは，労働能率の低さを示しており，いい

かえれば労働力の利用が十分効果をあげていないことを表している。もちろ

ん，タクシーサービスは労働集約的であり，資本集約的な産業と比較すると，

労働生産性が低くなる可能性が高い。しかし，タクシーサービスの特徴を踏

表６ 多重比較の検定結果
指標 経営規模 単位 期間①の平均値 期間②の平均値 期間③の平均値

１社あたり
全事業営業収益

１～５０両 ６３６９９２．３１６ ４９０９４２．８２２ ４２１６３９．６７９
５１～１００両 千円 １２９２４８６．４５９ １０２９６００．２２５ ７３２３４２．８４４
１０１両以上 ６６４１００７．０６７ ４２７２２３７．３４２ ２３７１５７７．１０１

総資本経常利益率
１～５０両 １．０５１ １．３１９ ０．５７８
５１～１００両 ％ ２．６７１ ０．１９４ ０．６６８
１０１両以上 ０．００３ １．４０３ ０．１４０

総資本回転率
１～５０両 １．６７６ １．３３１ １．１０５
５１～１００両 回 １．３７６ １．１９６ １．１０３
１０１両以上 １．５７７ １．２７７ ０．９５３

営業収益経常利益率
１～５０両 ０．７０４ ０．６４０ ０．３７３
５１～１００両 ％ １．１６４ －０．５８９ ０．２５５
１０１両以上 －１．６３４ －０．２８７ －０．６８０

労働生産性
１～５０両 ４５２７．８１８ ３６１７．４２９ ３２４２．５００
５１～１００両 千円 ５０７８．０９１ ３８６５．１４３ ３４７２．０００
１０１両以上 ５４３０．２７３ ４８８６．０００ ４０１８．７５０

付加価値率
１～５０両 ８３．３０５ ７８．０８７ ７６．４３０
５１～１００両 ％ ８４．８８１ ７８．７４９ ７８．０９０
１０１両以上 ８３．５１５ ７９．２４６ ７７．２５３

従業員１人あたり
営業損益

１～５０両 －４２．９０９ －４１．７１４ －４４．７５０
５１～１００両 千円 １４．０９１ －１５．１４３ －７１．２５０
１０１両以上 －１２５．８１８ －２３．７１４ －５８．０００

実働日車あたり
営業損益

１～５０両 －３１４．５４５ －２８４．０００ －３５９．２５０
５１～１００両 円 ９８．０００ －１３１．５７１ －５６９．０００
１０１両以上 －９３４．３６４ －１８５．４２９ －４０７．７５０

実働率
１～５０両 ８９．３８５ ８１．４９７ ７７．４８０
５１～１００両 ％ ８８．６６４ ８２．６３３ ８２．９２０
１０１両以上 ８６．７２０ ８２．４３６ ８６．１８３

実車率
１～５０両 ４６．３２６ ４０．０３９ ３７．３３８
５１～１００両 ％ ４７．０９１ ４３．０８９ ３８．５５８
１０１両以上 ４９．９４４ ４３．３２９ ４７．９７５
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まえても，規制の有無にかかわらず，労働生産性を高めることは，すなわち

タクシー事業の収益性を高めることになる。

労働生産性は，補論にあるように付加価値率と１人あたり営業収益に分解

できるため，労働生産性を高めるためには，いいかえれば従業員１人あたり

あるいは実働日車あたり営業損益を高める必要がある。

上記営業損益を高めるためには，需要の価格弾力性の低いタクシー事業20)

であれば，燃料価格の転嫁や料金の値上げ，また一方で営業費用の削減や市

場の拡大がまずは考えられる21)。しかし，タクシー事業において燃料価格の

転嫁を行う制度は存在せず，かつ料金についても上限価格規制が課せられて

おり，事業者ごとに料金水準を変更することは困難である。

また，タクシー事業における営業費用の大部分（年平均で少なくとも約９０

％以上）が人件費であり，かつ全産業と比較して約５７％の年間賃金しかない

タクシー事業において，これ以上の営業費用の削減は事実上厳しいといわざ

るをえない22)。そのため，現行制度下で，次に検討されるべきは，運行効率

を高めることで営業損益を改善する方法である。

そこで，最後にタクシーの運行効率を高める運行効率指標の分析を行った。

分析の結果，改正道路運送法施行前後では，どの経営規模のハイタク事業者

でも，全体として実働率および実車率が低下したことが統計的に明らかと

なった。一方で，タクシー適正化・活性化法施行前後での実働率および実車

率に関する変化については統計的に有意ではなかった。

20) タクシー事業の需要の価格弾力性を計測した先行研究としては，例えば後藤
（2012）などを参照。

21) 社団法人全日本トラック協会（2012），p．40参照。
22) 一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会ホームページを参照。厚生労働省
の『賃金構造基本統計調査』をもとに，一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連
合会が推計したところによると，2015年タクシー運転者（男性）の年間賃金推計
額は，298万 200円であった。一方，全産業男性労働者の年間賃金推計額は，524
万 1,000円であった。
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４．結論と今後の課題

本稿は，流し営業が主体となる大都市のタクシー事業を分析対象として，

その経営指標である収益性指標，生産性指標および運行効率指標に対して規

制政策の変更が与えた影響について多重比較をもとに分析を行った。より具

体的には，国土交通省自動車交通局編『自動車運送事業経営指標』に掲載さ

れている各種経営指標等をもとに，入手可能であった１９９１年度から２０１２年度

までのデータを使用して，規制政策の変更が大都市でのタクシー事業の経営

指標に与えた影響について分析を試みた。

分析の結果，以下の４点が明らかとなった。第１に，どの経営規模におい

ても，ハイタク事業者の全事業営業収益は１９９１年度から減少傾向にあったこ

とが統計的に明らかとなった。そして，経営規模が大きくなるほど１社あた

りの全事業営業収益の減少幅が大きかったことが明らかとなった。規制強化

が行われた２００９年度以降は，規制緩和直前のタクシー車両数まで減少したも

のの，全事業営業収益は規制緩和直前までの水準に戻らなかった。このこと

から，タクシーサービスの需要量の拡大のための方法を継続して検討すべき

である可能性が示唆された。

第２に，収益性指標に関する分析を行った結果，大都市のハイタク事業で

は，経営に投下した資本をハイタク事業者が有効に活用できていなかった可

能性を指摘した。

そこで，ハイタク事業者の収益性を高める方法を検討するために，第３に，

生産性指標の分析を行った結果，どの経営規模のハイタク事業者も全体とし

て労働生産性が低下したことが統計的に明らかとなった。また，規制が強化

された２００９年以降でもどの経営規模でもハイタク事業者の全体の労働生産性

は低下傾向であったこともあわせて明らかとなった。もちろん，タクシーサー

ビスは労働集約的であり，資本集約的な産業と比較すると，労働生産性が低
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くなる可能性が高い。しかし，そのようなタクシーサービスの特徴を踏まえ

ても，規制の有無にかかわらず，労働生産性を高めることが，すなわちタク

シー事業の収益性を高めることであることを指摘した。

そして最後に，タクシー事業の労働生産性を高める方法を検討するために，

運行効率指標の分析を行った結果，現行制度下で，労働生産性を高めること

によって収益性を改善するためには，経営規模にかかわらず実車率を高める

方法を重点的に検討すべきということを指摘した。しかし，改正道路運送法

施行前後ではどの経営規模のハイタク事業者も全体として実働率および実車

率が低下したことが統計的に明らかとなった。

このように，タクシー事業の規制のあり方を検討する際には，あるいは規

制の効果を把握して政策立案に活かす基礎資料としては，経済学的視点ある

いは法学的視点の研究とともに，本稿のような経営学的視点の研究もあわせ

て検討することで，より具体的で有用なタクシー政策について検討すること

ができると思われる。

しかし，本稿はあくまでサンプル抽出による集計データによる分析のため，

事業の傾向と方向性を指摘することに留まった。本来であれば，各タクシー

事業者の個票データを用いて，データの分布を加味した経営分析を行うこと

がより望ましい。そのため，個票データに基づくタクシー事業の経営分析を

進めることは今後の課題としたい。また，実車率向上の方法として，配車シ

ステムの改善（GPSの使用やいわゆるスマホタクシーの普及）やタクシー

市場拡大の方法についても今後検討すべき重要な論点ではあるが，これらも

別紙に検討を譲りたい。
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補 論

１）収益性指標23)

① 総資本経常利益率

総資本経常利益率は，経営に投下した資本（自己資本＋流動負債＋固定

負債）によって得られた利益の大きさを示す指標であり，（１）式のように

表せる。

総資本経常利益率（％）＝ 経常利益
総資本 ×１００ （１）

② 総資本回転率

総資本回転率とは，経営に投下した総資本が一定の会計期間中に何回転

したかを表す指標で，（２）式のように表せる。総資本回転率が大きいほど

投下された資本が有効に活用されていることを意味する。

総資本回転率（回）＝ 営業収益
総資本 （２）

③ 営業収益経常利益率

営業収益経常利益率とは，営業利益から支払利息等の営業外損益を控除

した経常利益の大きさを示す指標で，（３）式のように表せる。収益性をみ

る上でもっとも重要な指標の１つで，営業収益経常利益率が高いほど経営

状態が良好と判断される。

営業収益経常利益率（％）＝ 経常利益
営業収益 ×１００ （３）

（１）式から（３）式をあわせて考えると，以下の関係を示すことができる。

つまり，総資本経常利益率は総資本回転率と営業収益経常利益率に分解す

23) 本稿の収益性指標に関する内容は，桜井（2012）および社団法人全日本トラッ
ク協会（2012）にその内容を負うところが多い。
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ることができる。

総資本経常利益率（％）＝ 経常利益
総資本 ×１００

＝ 営業収益
総資本 × 経常利益

営業収益 ×１００

＝総資本回転率×営業収益経常利益率

２）生産性指標

① 労働生産性24)

本稿では，労働生産性を，「従業員１人が年間に創造する付加価値の大

きさを示す指標」として，以下の（４）式のように表す。

労働生産性（千円）＝ 付加価値額
従業員数 （４）

また，労働生産性は以下のように，付加価値率と１人当たり営業収益に

分解できる。

労働生産性（円）＝ 付加価値額
従業員数 ＝ 付加価値額

営業収益 × 営業収益従業員数

＝付加価値率×従業員１人当たり営業収益

３）運行効率指標

① 実働率

実働率とは，保有する車両の運行可能な総日数に対して，実際に稼働し

た総日数の割合を表し，（５）式のようになる。

24) より詳細な生産性分析を行うためには，TFP（全要素生産性）の計測が必要とな
るが，今後の課題としたい。なお，TFPの計測については中島（2001）を，トラッ
ク輸送業・内航海運業を対象とした TFPの計測については木村（2002）をそれぞ
れ参照。
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実働率（％）＝ 延実働車両数
延実在車両数 ×１００ （５）

② 実車率

実車率とは，保有する車両の総走行キロ数のうち，実際に利用者を乗せ

た実車キロ数の割合を表し，（６）式のようになる。

実車率（％）＝ 実車キロ数
総走行キロ数 ×１００ （６）
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